（様式１－１）
令和８年　月　日
応募資格確認申請時提出書類一覧表
	提出書類の種類
	様式Ｎｏ．
	部数
	確認欄

	
	
	
	応募者
	市

	様式１等　応募資格確認申請時提出書類

	○　応募資格確認申請時提出書類一覧表
	様式１－１
	１部
	
	

	○　応募表明書
	様式１－２
	１部
	
	

	○　応募事業者の構成企業一覧表
	様式１－３
	１部
	
	

	○　委任状（応募事業者の各構成企業の代表者から代表企業の代表者への委任状）
	様式１－４
	１部
	
	

	○　応募資格確認申請書
	様式１－５
	１部
	
	

	○　宇城市競争入札等参加資格者届出書
	様式１－６
	１部
	
	

	以下、添付資料

	· 会社概要（応募事業者の構成企業全社）
	－
	１部※
	
	

	· 営業経歴書（応募事業者の構成企業全社）
	－
	１部※
	
	

	· 営業所一覧表（応募事業者の構成企業全社）
	－
	１部※
	
	

	· 法人登記に係る履歴事項全部証明書（３か月以内に発行されたもの、応募事業者の構成企業全社）
	－
	１部※
	
	

	· 国税、熊本県税、宇城市税の各々に係る未納税額のない証明書（３か月以内に発行されたもの、３種とも応募事業者の構成企業全社）
	－
	１部※
	
	

	· 法人登記に係る印鑑証明書及び使用印鑑届（証明書は３か月以内に発行されたもの、応募事業者の構成企業全社）
	様式１－７
	１部
	
	

	· 暴力団等に該当しないことの誓約書（応募事業者の構成企業全社）
	様式１－８
	１部
	
	

	· 施設更新計画作成に関する業務の実施を担う者の技術士の在籍を証明する書類の写し
	－
	１部
	
	

	· 設計建設業務の実施を担う者の技術士の在籍を証明する書類の写し
	－
	１部
	
	

	· 設計建設業務の実施を担う者の「建設業許可証明書」の写し（有効期限内でかつ最新のもの）
	－
	１部
	
	

	· 設計建設業務の実施を担う者の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し（審査基準日から１年７カ月以内で、かつ最新のもの）
	－
	１部
	
	

	· 水道施設及び下水道施設の運転管理業務の実施を担う者が、要件を満たしていることを示す書類
	－
	１部
	
	


（注１）応募事業者の構成企業で宇城市競争入札等参加資格者である場合は、代表者が提出する（様式１－６）「宇城市競争入札等参加資格者届出書」にその旨記載されていれば、代表者を含む当該応募事業者の構成企業は、上記部数欄に※印の付いた書類の提出は不要とする。
（注２）提出書類の種類と部数を確認し、「応募者確認」欄をチェックしてください。







（様式１－２）
令和８年　月　日
応募表明書
宇城市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印


令和８年　　月　　日付で公表されました宇城市上下水道事業官民連携包括業務委託に係る公募型プロポーザルに応募することを表明いたします。


（注）提出書類の確認のため、様式１－１応募資格確認申請時提出書類一覧表の「応募者確認」欄にチェックの上、あわせてご提出ください。


（様式１－３）
令和８年　月　日
応募事業者の構成企業一覧表

	１【代表企業：企業名】　　
担当する主な業務内容　　　　　　　　　　　　　　

	　商号又は名称
　　所　　在　　地

　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　連絡先　　氏　名
　　　　　　　　　所　属
　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　電話／ＦＡＸ
　　　　　　　　　電子メールアドレス

	２【構成企業：企業名】　　
担当する主な業務内容　　　　　　　　　　　　　　

	　商号又は名称
　　所　　在　　地

　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　連絡先　　氏　名
　　　　　　　　　所　属
　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　電話／ＦＡＸ
　　　　　　　　　電子メールアドレス

	３【構成企業：企業名】　　
担当する主な業務内容　　　　　　　　　　　　　　

	　商号又は名称
　　所　　在　　地

　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　連絡先　　氏　名
　　　　　　　　　所　属
　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　電話／ＦＡＸ
　　　　　　　　　電子メールアドレス

	４【構成企業：企業名】　　
担当する主な業務内容　　　　　　　　　　　　　　

	　商号又は名称
　　所　　在　　地

　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　連絡先　　氏　名
　　　　　　　　　所　属
　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　電話／ＦＡＸ
　　　　　　　　　電子メールアドレス

	５【構成企業：企業名】　　
担当する主な業務内容　　　　　　　　　　　　　　

	　商号又は名称
　　所　　在　　地

　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　連絡先　　氏　名
　　　　　　　　　所　属
　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　電話／ＦＡＸ
　　　　　　　　　電子メールアドレス

	６【構成企業：企業名】　　
担当する主な業務内容　　　　　　　　　　　　　　

	　商号又は名称
　　所　　在　　地

　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　連絡先　　氏　名
　　　　　　　　　所　属
　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　電話／ＦＡＸ
　　　　　　　　　電子メールアドレス


（注）記入欄は適宜追加の上、記入してください。


（様式１－４）
令和８年　月　日
委任状
（応募事業者の各構成企業の代表者から代表企業の代表者への委任状）
宇城市長　様
	応募事業者の構成企業
	商号又は名称印

所　 在　 地
代表者名

	同上
	商号又は名称印

所　 在　 地
代表者名

	同上
	商号又は名称印

所　 在 　地
代表者名

	同上
	商号又は名称印

所　 在　 地
代表者名

	同上
	商号又は名称印

所　 在　 地
代表者名


（注）記入欄は適宜追加の上、記入してください。
私たちは、下記の企業を応募事業者の代表企業とし、「宇城市上下水道事業官民連携包括業務委託」に関し、下記の権限を委任します。
	受任者
	商号又は名称印

所　 在　 地
代表者名

	委任事項
	１　応募資格確認申請に関する件
２　見積及び提案に関する件
３　見積辞退に関する件





（様式１－５）
令和８年　月　日
応募資格確認申請書
宇城市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

令和８年　　月　　日付で公表されました「宇城市上下水道事業官民連携包括業務委託」に係る応募資格の確認のために、必要書類を添付して申請します。
なお、公募要領に定められた応募資格要件等を満たしていること、提出書類の記載事項及び添付資料のすべての記載事項が事実と相違ないことを誓約します。


（様式１－６）
令和８年　月　日
宇城市競争入札等参加資格者届出書
宇城市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　〔代表企業〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

令和８年　　月　　日付で公表されました「上下水道事業官民連携包括業務委託」に係る応募資格の確認のために、当社を代表企業とする応募事業者のうち、下記の構成企業が「宇城市競争入札等参加資格者」であることを慎重に確認し、本届出書を提出いたします。
本書の提出により提出不要となる書類については割愛させていただき、「宇城市競争入札等参加資格者」でない構成企業については、所要の書類を提出することといたします。
尚、本書の記載に遺漏や相違があった場合に、失格となっても異議はありません。

記
企業名１
企業名２
企業名３




（様式１－７）
令和８年　月　日
宇城市長　様

使　　用　　印　　鑑　　届

	使　用　印

	


　　　　　　　　　　　　
　上記の印鑑は、本公募に応募に際し使用したいのでお届けします。


	住　　　　　所
	

	商号又は名称
	

	代表者役職・氏名
	
	実　印

	
	
	





（様式１－８）
令和８年　月　日
宇城市長　様
暴力団等に該当しないことの誓約書
　当社は、令和８年　月　　日付で公表されました「宇城市上下水道事業官民連携包括業務委託」に係る応募資格の確認のために、下記の事項を承諾し、又は誓約いたします。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、契約の解除等、当方が不利益を被ることとなっても、宇城市が行う一切の措置について異議の申立てを行いません。
記
１　宇城市が必要に応じて当社の役員等について警察に照会すること。
２　当社の役員全員が、宇城市暴力団排除条例（平成２３年条例第１７号）第２条第２号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から年を経過しない者に該当しないこと。
３　競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下「法」という。）第１０条第４号及び第６号から第９号までの暴力団排除条項に該当しないこと。
４　暴力団又は暴力団関係者を下請け及び資材購入並びに再委託の相手としないこと。
５　法第１０条各号の競争参加資格の欠格事由に該当しないこと。
誓約事業者
	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者役職名
	



	（フリガナ）
	
	押印欄

	代表者氏名
	
	

	生年月日
	
	性別
	
	

	住所
	





